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夏の国内旅行ハイシーズンでも、日本人国内旅行者の動きは鈍かった 

 

観光庁によると、2022 年 7-9 月の国内居住者による旅行消費額は、5 兆 3,359 億円（2019 年同期比

▲20.3％）、うち宿泊旅行が 4 兆 2,611 億円（2019 年同期比▲21.6％）、日帰り旅行が 1 兆 748 億円（2019

年同期比▲14.7％）となった。 

 

2019 年の訪日外国人旅行消費額が年間 4 兆 8,135 億円であるのに対し、2019 年の日本人国内居住者

による国内旅行消費額は 21 兆 9,312 億円、訪日外国人旅行消費額に対して約 4.6 倍であった。内訳は宿

泊旅行消費額が 17 兆 1,560 億円、日帰り旅行消費額が 4 兆 7,752 億円である（図表１）。 

最近、訪日外国人の個人旅行が解禁されたことにより、外国人の旅行需要が注目されている。しかし、

ホテル・旅館などの宿泊施設や小売・飲食店などの店舗の収益回復を考える際、ウエイトの大きい日本

人旅行客の動向を無視できない。 

 

図表１ 旅行消費額 （日本人国内居住者、訪日外国人） 
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延べ旅行者数では、宿泊数の多い長期旅行、バス旅行、出張などが減っている 

 

2022 年 7-9 月の実旅行者数は 4,800 万人（2019 年同期比▲21.0％）となり完全回復には至っていな

い。しかし、旅行単価1が 42,322 円/人（2019 年同期比+7.1％）と増加しており、旅行消費額の回復に

貢献している。 

 

一方、各日の全宿泊者数を足し合わせた延べ旅行者数は 2022 年 7-9 月で 1 億 2,608 万人（2019 年同

期比▲25.6％）と実旅行者数よりもやや戻りが鈍い。特に、宿泊数の多い延べ旅行者数は、5 泊▲43.7％、

6 泊▲58.3％、7 泊▲67.0％、8 泊以上▲38.8％と減少が大きい。宿泊旅行の減少と宿泊数の短縮による

マイナスの影響が、旅行単価の上昇のプラスの影響を大きく上回っていると考えられる。 

 

全体の移動手段別（最長交通機関）では、「貸し切りバス▲67.4％（うち宿泊旅行▲59.8％、日帰り旅

行▲71.7％）」、「長距離バス▲51.7％（うち宿泊旅行▲37.6％、日帰り旅行▲72.7％）」、「船舶▲57.7％

（うち宿泊旅行▲59.0％、日帰り旅行▲36.3％）」など、バス旅行と船舶の減少が大きい。また、観光レ

クリエーション目的の宿泊旅行に限ると、「タクシー・ハイヤー（+173.7％）」、「バイク・自転車（+181.6％）」

など、依然として人の集まる移動手段は避けられる傾向にある。延べ旅行者数が最も多い自家用車が▲

9.9％と相対的に戻っているのは喜ばしい（図表２）。しかし、自家用車は同行者の誰かが運転する必要

があり、相対的に短期旅行に向いている。公共交通機関を利用した旅行の回復も待たれるところである。 

 

 
1 一人当たりの旅行支出。参加費、交通費、宿泊費、飲食費、買物代、娯楽等サービス費等が含まれる。 

図表２ 国内居住者の延べ旅行者数 （2022年 7-9月、全国、移動手段別・宿泊数別） 

 

(資料) 観光庁の公表データよりニッセイ基礎研究所作成 
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長期旅行では、延べ宿泊者数の減少より旅行消費額の減少が小さく、収益性は改善 

 

延べ旅行者数の回復に対する消費額の回復度合いは一様でない。この事象は、2019 年と 2022 年で旅

行者層が変化して消費水準が変わり、コロナ前後で収益性が変化したことに起因するのではないかと考

えられる。また、コロナ禍発生から既に 2 年半が経過し、変化が一定程度定着している可能性がある。 

 

延べ旅行者数の回復と消費額の回復が同等の項目では、全体ではコロナ前後で収益性に大きな変化は

ないと考えられる。宿泊数別では「1 泊（延べ旅行者数▲21.9％に対し、旅行消費額▲18.1％）、2 泊（▲

31.2％に対し、▲29.0％）、移動手段別では「新幹線（延べ旅行者数▲43.5％に対し、旅行消費額▲39.4％）」、

「船舶（▲57.7％に対し、▲55.0％）」、「貸切バス（▲67.4％に対し、▲64.5％）」などが挙げられる。 

 

延べ旅行者数の回復より消費額の回復が早い項目では、全体ではコロナ前よりも収益性が改善してい

ると考えられる。宿泊数別では、「5 泊（延べ旅行者数▲43.7％に対し、旅行消費額▲15.9％）」、「6 泊（▲

58.3％に対し、▲52.9％）」、「7 泊（▲67.0％に対し、▲49.9％）」、「8 泊以上（▲38.8％に対し、▲29.0％）」

などの長期旅行が該当する。また、移動手段別に見ると、「航空（▲34.6％に対し、▲20.6％）」「近郊バ

ス（+7.2％に対し、+33.8％）」において消費額の回復度合いが大きい。なお、「バイク・自転車」、「その

他」の延べ旅行者数に対する消費額の回復度合いは大きいが、全体への寄与は小さい。 

 

また、延べ旅行者数の回復に対し、消費額の回復が遅れている項目では、収益性が悪化していると考

えられ、「タクシー・ハイヤー（▲16.0％に対し、▲27.8％）」が該当する（図表３）。タクシーの利用は

観光・レクリエーション目的が増加したが、出張・業務目的のマイナスが大きく、全体では収益性が悪

化したとみられる。 

図表３ 旅行消費額 （2022年 7-9月、全国、移動手段別・宿泊数別） 

 

(資料) 観光庁の公表データよりニッセイ基礎研究所作成 
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なお、年齢別では、「0 歳から 59 歳は延べ旅行者数が 2019 年同期比▲21.2％に対し、旅行消費額▲

13.4％」であったが、年齢が高くなるほど延べ旅行者数の回復が遅れている。「60 代は延べ旅行者数が

2019 年同期比▲39.1％に対し、旅行消費額▲36.2％」、「70 代の延べ旅行者数が 2019 年同期比▲37.1％

に対し、旅行消費額は▲45.0％」、「80 代の延べ旅行者数が 2019 年同期比▲48.5％に対し、旅行消費額

は▲43.9％」であった。 

 

コロナによる健康被害を恐れてか、アクティブシニア層が継続して旅行を控えているとみられる。余

暇時間の多いこの層の減少は、長期旅行の減少への影響も少なくない。一旦市場から離れてしまったシ

ニア層をどこまで長期旅行に戻せるか、また、どのようにしたら若年層を呼び込むことができるかは、

今後重要な経営課題の一つとなるだろう。 

 

 

収益性の変化に応じて、アプローチする需要者層などを変える時期ではないか 

 

延べ旅行者数の絶対数では、自家用車、航空、新幹線の順に多い。自家用車は相対的に回復度合いが

大きいが、今後はウエイトの大きい航空と新幹線の利用客数の回復が期待される。そのためには、必然

的に人が集中する公共交通機関や飲食店をはじめとする様々な場所に人が集つまることへの危険性につ

いて、科学的な見地から客観的なデータを提示し、イメージのみで多くの人が危ないと感じる印象を払

拭し、もっと安心して気軽に長期旅行へ行くことのできる雰囲気を作ることが必要であろう。しかし、

実際問題として、人々が何の心配もなく自由に長期の国内旅行に行くようになるにはまだまだ時間を要

すると考える。観光業界に関係する各社は、将来の観光業界の回復を見据えて、今のうちに生き残りを

かけて経営戦略を策定し、ターゲット層の見直し、収益獲得方法などの具体的戦術や方策を用意してい

く必要があると思われる。 

 

収益性が以前と同等の会社の場合は、客数の回復が、そのまま収益回復につながる可能性が高い。旅

行者数がいつごろ回復すると期待されるかが判断の分かれ目になるだろう。更なる顧客獲得には設備リ

ニューアルや追加投資等の積極的な対応が必要になるかもしれない。 

 

収益性が改善している会社の場合には、相対的に競争力があり、コロナ禍以前よりも旅行単価の高い

層が増加していると推定される。未だ延べ旅行者数や旅行消費額が以前の水準まで回復していないこと

を考えれば、今後、これらの旅行客が利用する宿泊施設・小売店舗・飲食店舗などの売上は、さらに収

益性が向上する可能性が高い。旅行者数が全体に対して少ない項目については一概には言えないが、商

品の拡充などのニーズに合致した追加投資が適当となる可能性がある。 

 

収益性が悪化している会社の場合は、相対的にコロナ禍以前よりも旅行単価を抑制する層が増加して

いると推定される。このまま放置すれば、これらの旅行客が利用する宿泊施設、小売店舗、飲食店舗な

どは、長期的な収益性の低下が予想され、取扱商品や根本的な事業モデルの見直しが必要な可能性があ

るだろう。日本全体でこうした会社が多く、コロナ禍で運営会社が経営規模を縮小している場合や、経
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営継続を断念している場合には回復に長期間を要し、宿泊施設・小売店・飲食店への影響も長期に及ぶ

可能性が高い。 

 

今後は、日本の総人口減少や高齢化の影響という不可避の経営環境下ではあるものの、旅行において

従来からウエイトが大きかったアクティブシニア層の旅行市場への復帰や外国人観光客の長期的な回復

という明るい展望も開けてきている。一方で、これからの観光業界の回復の過程では、旅行者数の急激

な回復による需要集中から、希望の目的地の予約を取得にくくなる場面が断続的に発生するなど、ネガ

ティブな側面が多く発生することも容易に予想される。こういう時に、顧客に対して、シンプルで簡単

な予約や代替旅行案の提示、そして快適な旅行体験を提供できれば、競争上、極めて優位に立つことが

でき、新たな顧客層獲得のチャンスになると思われる。旅行業界は依然として厳しい経営環境にあるも

のの、顧客に良い旅行体験を提供するため、従前のやり方にとらわれず、より良い旅行プランや食事等

の提供に加え、地域や地方自治体との連携、予約・決済方法の多様化等の IT 活用を推進する等、思い切

った設備投資やイメージ戦略の変更を実現するには良い時期ではないだろうか。 
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